＜社会福祉協議会あり方検討委員会議論の整理（時系列の展開）＞


○少子高齢化、地域コミュ二ティーの希薄化　　　　　○社会福祉法、介護保険法、障害者自立支援法等の制定

○住民意識の変化、住民ニーズの多様化　　　　　　　○市町村合併による行政単位の変化

○社会福祉事業の実施主体の多様化　　　他

＜課題＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○市町村社協の合併に伴う組織・事業の再編
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○市町村の財政難に伴う補助金削減への対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○指定管理者制度の導入による他事業者との競争
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○社協活動への理解不足

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○自主自立的経営の確立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○役職員の意識改革

○新しい法に対応した専門職の養成

○セーフティネット機能の発揮

○災害対策への取り組み　　　　　　　　　　他



社会福祉協議会を取り巻く環境





社会福祉協議会あり方検討委員会





○組織検討・人材育成部会


○経営責任が担える役員体制の構築


・専任理事の配置と担当理事制の導入


・役員による社協の組織・事業の現状理解


・経営責任の明確化と役員報酬のあり方


○時代の変化に対応できる事務局体制の構築


・事業規模に応じた適正職員数や専門職配置のあり方と先駆的事業を推進するための専門職員の配置について提案


・市町村社協事務・事業の効率化


・職員の資質向上に向けた研修の充実及び市町村社協共通の人材育成プログラムの作成





○事業推進部会


○自主自立経営の実施


○地域福祉計画への参画


○地域住民に対するニーズ調査と地域福祉活動計画の推進


○小地域ネットワーク事業(見守りネット)


○福祉教育事業


○ボランティアセンター事業の再構築


○リスクマネジメント体制整備


○小規模事業所の経営改善


○地域包括支援センター委託


○小規模多機能事業の推進





○経営改善部会


○社協事業の効果的な広報活動


○ニーズ調査と地域福祉活動計画策定


○社協運営、経営管理機能の充実


○積立金（基金）、自主財源の確保と運用


○リスク管理について


○他機関との人事交流（派遣研修）





中間報告（短期アクションプラン）


平成18年7月6日開催「社協フォーラム」にて報告








・社会福祉協議会の使命、基本理念、基本方針


・構成員、会員（社協の構成員の考え方、会員制度の整備等）


・役員体制（役員、評議員、部会・委員会等）


・人材育成について（人事管理整備、役員等の研修等）


・地域福祉計画、住民ニーズ調査、社協発展計画等


・財源及び財務運営


・リスクマネジメント、コンプライアンスルール（法令遵守、）個人情報の保護等


・地域における支え合いへの支援


・生活福祉資金、地域福祉権利擁護事業、地域包括支援センター


・法定サービス（介護保険事業、障害者自立支援法の事業等）


　　　　


　　　　








○社会福祉協議会内部へ向けた報告書とする


○各部会より選任したプロジェクト委員会にて作成








新たな時代に応えられる組織体制と


人材育成のために





住民ニーズに沿った事業展開と


自主自立を目指すために





地域福祉を推進するための安定した


経営を目指して





＜報告書作成に向けて＞


○中間報告における各部会の現状及び課題を整理


○課題から踏まえた「社協のあるべき姿」を盛り込む


○事業推進部会による参考事例集の作成





＜協議の視点＞


○社会福祉基礎構造改革の意義とは


○社会福祉協議会の役割とは


　○会員会費制度のあり方


○市町村との関係


○自主自立経営








報　　　　　　告








